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１．はじめに 

このガイドは、粘度の校正結果の不確かさ評価について、JCSS制度の粘度におけるいくつかの校正方法

を対象としてその事例をまとめたものである。計量器等の区分に従い次のように二つに大別して分冊し、関

連する幾つかの校正対象機器について校正の不確かさ評価の見積もり事例をまとめたものである。 

 

・ 第 1 分冊(JCG206S11)：粘度計校正用標準液 

 （U 字管型細管粘度計による粘度計校正用標準液の校正） 

・ 第 2 分冊(JCG206S21)：粘度計 

  （ウベローデ型細管粘度計、回転粘度計、振動粘度計の校正） 

 

本分冊においては、JCSS における粘度の校正方法の中でも、細管式粘度校正装置による粘度計校正用

標準液（以下、「粘度標準液」という）の校正、及びそのために事前に必要となる細管式標準粘度計の粘度計

定数校正に関して、校正方法と不確かさ評価の見積もりの事例について述べる。 

なお、JCSS の粘度校正方法においては、水の粘度の国際基準値を基準に連鎖して校正された U 字管型

標準細管粘度計群、試料液体の流出時間を測定するための特定標準器等へのトレーサビリティが確保され

た温度及び時間の計測器をまとめた計量器を、粘度標準液を校正する細管式粘度校正装置と呼ぶ。 

細管粘度計には数多くのタイプがあるが、本ガイドでは U 字管型標準細管粘度計とウベローデ型の細管

粘度計を例として取り上げ、それぞれ第１分冊と第 2 分冊において記述した。 

 第 2 分冊については粘度標準液を常用参照標準として用いた各粘度計の校正に関する不確かさ事例をま

とめたものである。 

なお、本ガイドは JCSS 制度における粘度標準液、粘度計の校正方法の全てを網羅したものではなく、ま

た不確かさの見積もり方法についても各事例の方法に限られるものではない。 
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２．細管式粘度校正装置による粘度標準液の動粘度校正における不確かさ評価事例 

U 字管型の標準細管粘度計を用いて粘度標準液の動粘度を校正する場合について、校正方法並びに不

確かさの評価例を述べる。粘度標準液は「JIS Z8809:2011 粘度計校正用標準液」の記載内容に準拠した試

料液体を想定する。 

 

２．１ 動粘度校正のモデル式 

粘度計定数 Kn が校正された細管式標準粘度計を用いた粘度標準液の動粘度校正について、動粘度 は

次の実験式から求められる。なお次式は運動エネルギーの補正が無視できる場合についての事例である。 

   

 □ = □□ ⋅ □ob ⋅ □1 − □□ − □□ + □□ + □□ + □□□ （1.1） 

ここで、tob は実測した流出時間、 f、 、 e、 、及び の各補正項は、試料液体の動粘度測定時と粘度計

への試料液体採取時や粘度計定数の校正時のあいだで各種の実施条件が異なることに起因する液中高

さ変化に伴う tob への影響を考慮した補正であり、それぞれ、 

 f
□□□□□□□ □□□□□□□□ + 3□(□□ − □□)□ ：試料液体の熱膨張に関する補正 

 □□□air□□ − □□air□□ □ ：粘度計管内の空気密度に関する補正 

 □□ = □(□□ − □□) ：粘度計の熱膨張に関する補正 

 □□□□□□□□  ：試料液体の表面張力に関する補正 

 

である。また、校正結果を報告するための指定された基準温度を指定基準温度と呼ぶが、補正項□□は校正

実施温度と指定基準温度が異なる場合に、試料液体の動粘度の温度係数を用いて指定基準温度での動

粘度を求める補正で、次式で与えられる。 

 □□ = □□(□□ −□□)   
 

また、各記号の定義は次のとおりである。 

 □□ ：粘度計の下部試料だめ容器の半径 

 □□ ：粘度計の試料採取体積 

 ℎ ：粘度計の平均有効液中高さ 

 □□ ：粘度計への試料液体採取時温度 

 □□ ：動粘度測定時の温度 

 □□ ：粘度計定数校正時の温度 

 □□ ：動粘度測定または粘度計定数校正の指定基準温度 

 □□ ：粘度計への試料液体採取時温度における密度 

 □□ ：試料液体の動粘度測定時温度における密度 

 □□ ：粘度計定数校正時温度における定数校正用試料液体の密度  

 □□air ：粘度計定数校正時における温度□□での粘度計管内の空気密度 

 □□air ：動粘度測定時における温度□□での粘度計管内の空気密度 
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 □ ：粘度計の線膨張係数 

 □ℎ□ ：動粘度測定時における試料液体の表面張力による見掛け上の液中高さの変化量 

 □ℎ□ ：粘度計定数校正時における校正に用いた試料液体の表面張力による見掛け上の

液中高さの変化量 

 □□ ：試料液体の温度□□における動粘度の温度係数 

 

   

２．２ 動粘度校正の不確かさ評価方法 

（1.1）式における各種の補正をまとめて n で表すと動粘度は次式で表現できる。 

  □□ = □□ ⋅ □ob ⋅ (1 − □□) （2.1） 

 このとき、動粘度校正における試料液体の動粘度の相対標準不確かさは、u を各量の標準不確かさとする

と次式で与えられる。 

 (□(□□) □□⁄ )□ ≅ (□(□□) □□⁄ )□ + (□(□ob) □ob⁄ )□ + □(□□)□  （2.2） 

  すなわち、求める動粘度の相対標準不確かさの要因は、粘度計定数の相対標準不確かさ、流下時間測

定の相対標準不確かさ、各種の補正の標準不確かさであり、それぞれ□□□、□□□□□、□(□□)、□(□□)、□(□□)、
□(□□)、及び□(□□)（各補正の標準不確かさの添字は（1.1）式の各補正の添字に対応）とすると、粘度標準液

の動粘度の校正における相対合成標準不確かさ ur は次式により与えられる。 

  □□□ ≅ □□□□□ + □□□□□□ + □(□□)□ + □□□□□□ + □(□□)□ + □(□□)□ + □(□□)□ （2.3） 

 

上述の(1.1)式に基づく不確かさの算出方法として、例えば、 (1.1)式の各入力量についての標準不確かさ

の見積もり値に基づき数学的手法によって(1.1)式の出力量の変化から感度係数並びに動粘度測定の不確

かさの寄与を直接求める方法、あるいは、（2.2）式に従って次節で述べるように解析的な表現によって各項

ごとに不確かさを見積もる方法がある。なお、(1.1)式の各入力量については独立であり相関は無いものとし

た。 

 

具体的な見積もりについて、校正済みの標準細管粘度計を用いて、粘度標準液 JS50（温度 20 C における

およその動粘度が 50 mm2/s）の動粘度校正を指定基準温度 20 C として行う場合を例にとり次節にて示

す。 

 

２．２．１ 粘度計定数の相対標準不確かさ 

 ３節で示すステップアップ法によりあらかじめ粘度計定数が約 0.02 mm2/s2 、その相対標準不確かさ

が 0.023 %と決定された標準細管粘度計を用いて JS50 の動粘度校正を行ったので、粘度計定数の相対

標準不確かさ□□□は 0.023 %である。 

 

２．２．２ 流出時間の相対標準不確かさ 

 複数回（3 回以上）繰り返し実測した流出時間□obの実験標準偏差から求める。その結果例として 0.000 43 %

であった。 
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２．２．３ 試料の熱膨張に関する補正の標準不確かさ 

試料の熱膨張に関する補正の標準不確かさ□(□□)は、式（1.1）の□□における各測定量を□□□とした場合の標

準不確かさ□□□□□□を用いて次式の分散から求まる。 

 □(□□)□ = ∑ (□□□ □□f □⁄ )□□ ⋅ □(□f □)□ （2.4） 

 □□における各測定量、その結果及び標準不確かさの見積もり方法については次の通り。 

 

測定量 測定値 
（相対） 

標準不確かさ 
不確かさ見積について 

測時球体積 V 2.93 cm3 0.01 cm3 
粘度計に採取した試料の質量測定の不確かさ及び

水の密度の国際推奨値の不確かさから推定した。 

試料採取体積 Vf 10.80 cm3 0.03 cm3 
粘度計に採取した試料の質量の不確かさ及び水の

密度の国際推奨値の不確かさから推定した。 

平均有効液中高さ h 41.4 cm 0.01 cm 
カセトメータの読みとり値の再現性より測定不確か

さを推定した。 

円筒部メニスカス上昇量 h 0.428 cm 0.01 cm 
カセトメータの読みとり値の再現性より測定不確か

さを推定した。 

試料採取温度 f 24.4 C 0.1 C 

測温に用いた温度センサーについて、校正された

標準白金抵抗温度計と恒温槽を用いた比較校正に

より推定した。 

動粘度測定時温度 m 20.000 C 3 mK 

使用した標準白金抵抗温度計の校正不確かさ、測

温ブリッジの抵抗比測定の不確かさ、温槽内液体

温度の均一性の安定性などから推定する。 

粘度計の線膨張係数  3.2 ×10-6 /K 0.5 ×10-6 /K 硬質ガラスの文献値より推定した。 

JS50 の密度 f 

(試料採取時) 
0.84519 g/cm3 0.025% ピクノメータ測定の相対標準不確かさ 

JS50 の密度 m 

(動粘度測定時)  
0.84793 g/cm3 0.025% ピクノメータ測定の相対標準不確かさ 

 

ここで、□□における円筒部半径 Rr は、粘度計内の測時球の上下に記された標線間について試料液面を移動

させたときの下部試料溜容器の円筒部メニスカス上昇量 h 及び測時球体積 V を用いて Rr2=V/( ・ h)から

求める。このとき、 

□□ = □□・∆□
□・□ □ □□□□ − 1 + 3□(□□ − □□)□ （2.5） 

（2.5）式について（2.4）式に従い□(□□)を導出し各量を入力し算出した結果、試料の熱膨張に関する補正の標

準不確かさ□(□□)は、0.0014 % であった。 

 

２．２．４ 粘度計管内の空気の密度に関する補正の標準不確かさ 

 粘度計管内の空気の密度に関する補正の標準不確かさ□□□□□は、(2.3)式と同様に、(1.1)式の□□から導出さ

れる次式の分散から求まる。 

□□□□□□ = (□(□mair)□ + (□mair ⋅ □(□□) □□⁄ )□) □□□⁄ + (□(□cair)□ + (□cair ⋅ □(□□) □□⁄ )□) □□□⁄  （2.6） 

□□における各測定量、その結果及び標準不確かさの見積もり方法については次の通り。 
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測定量 測定値 
（相対） 

標準不確かさ 
不確かさ見積について 

空気密度 mair  

（動粘度測定時） 

0.001 19 g/cm3 0.000 01g /cm3 環境用温湿度計による空気湿度測定の不確か

さ、大気圧計による空気圧力測定の不確かさ、

動粘度測定時温度 mの不確かさ、周囲空気の

均一性、CIPM 推奨式の不確かさ等から推定す

る。 

空気密度 cair 

（定数校正時） 

0.001 19 g/cm3 0.000 01 g/cm3 同上 

JS50 の密度 m 

(動粘度測定時) 

0.847 93 g/cm3 0.025 % ピクノメータ測定の相対標準不確かさ 

JS10 の密度 □□ 
（定数校正時） 

0.831 50 g/ cm3 0.025 % ピクノメータ測定の相対標準不確かさ 

 

以上の各量を（2.6）式に入力して求めた□□□□□は、0.0017 % であった。 

 

２．２．５ 粘度計の熱膨張に関する補正の標準不確かさ 

  粘度計の熱膨張に関する補正の標準不確かさ□(□□)は、(1.1)式の□□から導出される次式の分散より求ま

る。 

 □(□□)□ = □(□□ − □□) ⋅ □(□)□□ + □□(□(□□)□ + □(□□)□) （2.7） 

□□における各測定量、その結果及び標準不確かさの見積もり方法については次の通り。 

 

測定量 測定値 
（相対） 

標準不確かさ 
不確かさ見積について 

粘度計の線膨張係数  3.2 ×10-6 /K 0.5 ×10-6 /K 前述のとおり 

動粘度測定時温度 m 20.000 C 3 mK 前述のとおり 

定数校正時温度 c 19.992 C 3 mK 前述のとおり 

 

以上の各量を（2.7）式に入力して求めた□(□□)は、1.4 ×10-6 % であった。 

 

２．２．６ 試料の表面張力に関する補正の標準不確かさ 

試料の表面張力に関する補正の標準不確かさ□(□□)は、 (1.1)式の□□から導出される次式の分散で表さ

れる。 

 □(□□)□ = □□(□□□□□□□)
□ □□ + □(□□□□□□□)・ □(□)

□□ □□ （2.8） 

粘度計定数校正時に使用した試料液体表面張力と定数決定された粘度計を用いた動粘度測定を行うとき

の試料液体の表面張力の差が大きい場合には本補正を適用する。３節の水の粘度を基準としたステップア

ップ法による粘度計定数校正において、蒸留水により定数決定された粘度計を用いて粘度標準液の動粘度

測定を行う場合がこれに当たる。この場合には（2.8）式の□ℎ□ − □ℎ□は、細管の長さのみが異なる一対の標

準粘度計を用いて実験的に求めることができる。 

粘度標準液により定数が決定済みの粘度計を使用して粘度標準液の動粘度測定を行う場合には、両試

料液体の表面張力は同程度であるため、通常、本補正は無視できる。 
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２．２．７ 試料液体の動粘度の温度係数に係わる標準不確かさ 

補正□□に関連した試料液体動粘度の温度係数に係わる標準不確かさ□(□□)は、(1.1)式の□□から導出される

次式の分散により求まる。  

   □(□□)□ = (□□□ □□□⁄ )□ ⋅ □(□□)□ = □□□ ⋅ □(□□)□ （2.9） 

動粘度測定時温度の標準不確かさ□(□□)が 3 mK、JS50 の指定基準温度 20 C での動粘度の温度係数

は 5.1 % /K であることから、□(□□)は、0.003 K × 5.1 % /K  =  0.015 % となる。 

 

２．２．８ 粘度標準液の校正結果 

 以上の２．２．１ ～ ２．２．７の結果から粘度標準液の動粘度校正についての相対合成標準不確かさ ur

は（2.3）式から次の通りになる。 

□(0.023 %)□ + (0.000 43 %)□ + (0.0014 %)□ + (0.0017 %)□ + (0.000 0014 %)□ + (0.015 %)□ =0.028 % 

通常の動粘度校正時には測定温槽内に２本を１組とした細管粘度計をセットして測定を行う。この場合には

両者の結果の平均値を動粘度の校正結果とする。それぞれの不確かさを□□□□、□□□□とすると、校正値の相

対標準不確かさは□(□□□□□ + □□□□□) 2⁄ として算出される。この結果に対して、校正結果として包含係数(k=2)

を乗じた拡張不確かさが報告される。 

 

３． 標準細管粘度計（U 字管型）の校正における不確かさ評価事例 

３．１ 粘度計定数校正の不確かさ評価方法 

水の粘度の国際基準値は 20 °C、標準大気圧力下において、動粘度の絶対値が 1.0034 mm2/s である

(ISO/TR 3666(1998)-Viscosity of water)。この値を基準に 1 段目として、対応する粘度計の粘度計定数校正

とそれを用いたより高粘度の粘度標準液の動粘度校正を多段階に高粘度側へと連鎖させて粘度計群の校

正を行う方法をステップアップ法と呼ぶ。この方法により定数決定する中で、n 段目に定数決定された粘度計

の粘度計定数 Kn は、（2.1）式における動粘度 n を前段のステップにおける粘度計により決定された動粘度

値であるので n-1 と表記し直すことで、次式により表される。 

 □□ = □□□□ □□□ob ⋅ (1 − □□ + □□)□⁄  （3.1） 

ここで、粘度計定数校正時に実測される流出時間に施される補正は、試料液体の熱膨張に関する補正、及

び測定温度の指定基準温度からのずれによる試料液体動粘度の温度係数に関する補正である。 

（3.1）式より、粘度計定数 Knの相対標準不確かさは、u を各量の標準不確かさとすると次式で与えられる。 

 (□(□□) □□⁄ )□ ≅ (□(□□□□) □□□□⁄ )□ + □□□□□ob□ □nob⁄ □□ + □(□□)□ + □(□□)□ （3.2） 

すなわち、定数校正における不確かさの要因は、定数校正用試料の動粘度の相対標準不確かさ□□□、流下

時間測定の相対標準不確かさ□□□□□、各種補正の標準不確かさ□(□□)、□(□□)が主な要因であり、粘度計定数

校正における相対合成標準不確かさ□□□は次式により与えられる。 

 □□□ = □□□□□ + □□□□□□ + □(□□)□ + □(□□)□ （3.3） 

ここで、１段目のステップにおける校正で、校正用試料液体が水（蒸留水）の場合、水の動粘度の国際基準

値の不確かさ□□□は、国際的合意に基づいて考慮しない（ゼロにする）。 
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３．２ 粘度計定数校正の不確かさ評価事例 

前段の粘度計を用いて校正済みの動粘度 10.097 mm2/s、相対標準不確かさが 0.021 %である粘度標準液

JS10 を用いた、指定基準温度 20 C における粘度計の粘度計定数校正を具体的な事例として取り上げる。 

 

３．２．１ 定数校正用試料の動粘度の相対標準不確かさ 

 2 節で示した方法により前段のステップにおける粘度計を用いて定数校正用試料の動粘度の相対標準不

確かさ□□□があらかじめ決定されており、0.021 %であった。 

 

３．２．２ 流出時間の相対標準不確かさ 

複数回（3回以上）繰り返し実測した流出時間□obの実験標準偏差の結果から□□□□□を求める。その結果例と

して 0.000 93 %であった。 

 

３．３．３ 試料の熱膨張に関する補正の標準不確かさ 

 ２．２．３節で示したとおり同様に求める。その結果として 0.0016 %であった。 

 

３．３．４ 試料液体の動粘度の温度係数に係わる標準不確かさ 

 ２．２．７節で示したとおり同様に求める。温度測定の標準不確かさ□(□□)が 3 mK、粘度標準液 JS10 の指定

基準温度 20 C での動粘度の温度係数が 3.3 %/K であることから□(□□)は、 

 0.003 × 3.3 = 0.0099 % 

 

３．３．５ 粘度計定数の校正結果 

以上の３．２．１ ～ ３．２．４の結果から粘度計定数校正についての相対合成標準不確かさ□□□は（3.3）式に

より次の通りになる。 

□(0.021 %)□ + (0.000 93 %)□ + (0.0016 %)□ + (0.0099 %)□ = 0.023 % 
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今回の改正のポイントについて 

 

 

○組織改編に伴う名称の変更等 

 

なお、本文中、主な改正箇所には下線を引いてあります。 

 

以上 


